
様式第１号（第４条関係）
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２■施策推進の状況
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３■施策の担当課による評価結果

　

　　　　　　　 

平成18年度

　
平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

施策評価票番号 51

基本成果指標名

総務部 総務課

　健全な財政運営が行われるとともに、財産の有効的かつ健全な有効活用を図ることで収入の確保に努
め、また施設運営にかかる行政経費を明らかにすることで、その受益に応じた負担の適正化に努める。

前期（平成１８年度～平成２２年度）

　平成２３年度

３－２評価の内容
　両事業においては、財政収益に直接係わるものがないものの、平成
１９年度から実施する売払い事業の根幹をなすものを整備したことに
ついては、大いに評価できるものと考える。

　土地や金利の上昇により、景気回復に伴う土地の需要の変
化に応じた財産の有効活用に対して期待感が高まる。

　使用料改定においては、４年に１度のサイクルで改定についての検
討をしているため、通常とおりの事業として捉え、売払い事業につい
ては、新規事業であるが市民ニーズは低いものの、財政収益としては
貢献度が高いと考えている。

今後の環境変化を踏まえた課題認識 既存事業の構成や優先順位の考え方、新規事業の必要性の考え方 施策の担当課としての単年度の取り組みの自己評価

 

　平成２２年度 　平成１８年度 　平成１９年度 　平成２０年度 　平成２１年度

　平成２４年度 　平成２６年度　平成２５年度

　平成２５年度　平成２４年度 　平成２６年度 　平成２７年度
単年度
担当課評価

３－1評価結果

担当課評価

　平成２２年度

１－５総合計画に
おける基本成果指
標

平成２２年度評価
（前期の成果）

平成２７年度評価
（全期間の成果）

目標値（単位） 実績値（単位）

６―２―３　

総合評価

全期間（平成２３年度～平成２７年度）
達成率(％)

基本施策コード財政運営

 32.0（％）

計画推進「効率的で顧客志向の行政経営」

行政経営

　平成２７年度　平成２３年度

総務課長　平野　隆

実績値（単位）目標値（単位）
指標の定義

　全体売払い筆数２５筆を毎年２筆づつ売却する
こととした売払い率を表す指標

２－１施策全体に
係る合計コストの
推移（千円）

普通財産売払い率

評価票作成者

672

673

 　平成１８年度

1

１－１施策の名称

１－２担当

１－３総合計画に
おける施策の体系

１－４施策の目的

　平成１９年度 　平成２０年度

 72.0（％）

　平成２１年度

達成率(％)

 ● 施策評価の判定基準
　　Ａ ：　施策の目的を効果的に達成しているので継続する
　　Ｂ ：　施策推進の実施手法等に改善の必要がある

　良好に進展

　良好でない

　良好に進展 　良好に進展 　良好に進展 良好に進展 良好に進展 良好に進展 良好に進展 　良好に進展 　良好に進展

　良好でない 　良好でない 　良好でない 良好でない 良好でない 良好でない 良好でない 　良好でない 　良好でない



４■参考情報

番号 実績値
担当課
評価

1 0 Ａ Ａ

2 未実施 － －
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総合評価
担当課判断優先順位成果指標と最終目標値(単位)事務事業名称

４－１　施策を構成する事務事業の評価情報 　平成１８年度

普通財産（処分可能用地）売払事業 普通財産売払い率　　　７２（％）

公共施設使用料改定事業 改定回数　　　　　　　　２（回）
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